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1. 調査概要 (1/3) ー 分析の前提と定義

調査実施概要

調査期間
●2025年8月～12月

※上記期間内において、各事業所の状況に合わせて測定期間を設定しデータを収集した

調査対象
●長崎県 五島・東彼杵・諫早エリアの介護サービス事業所
●協力事業所数30事業所(居宅介護支援、地域包括支援センター、他在宅サービス等)

収集データ数
●全49ケース(導入前21、導入後28)

※同一事業所での複数回測定(導入前後)を含む延べ数

調査方法とデータ品質

調査方法 ●専用アプリケーション「ハカルト」を用いたタイムスタディ調査

データ網羅性
●職員1人1日あたりの平均記録時間は約7.9時間に達している
●勤務時間中のほぼ全ての業務を網羅的に記録できていることを確認済み

分析対象データの規模

総記録時間
●計4,761時間(約28.5万分)
●地域全体で約1,200時間分の連携・物流コスト(移動・書類作成等)が確認された

有効分析対象 ●利用者数が確認できた44ケース(導入前20、導入後24)を最終的な効率化検証の対象とした
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1. 調査概要 (2/3) ー 分析の前提と定義

分析の目的と対象範囲

●本検証では、システム導入による業務効率化の効果を正確に測定するため、ケアマネジメント業務全体の中から、システ
ム化により代替・削減が可能な業務(連携・物流コスト)を特定し、その所要時間の変化を比較検証した

データの抽出基準(フィルタリング定義)

抽出対象業務

●旧来のアナログ連携業務
○書類印刷、仕分け、FAX送信、郵送手配、電話連絡など

●他事業所への移動
○書類の持参などに伴う移動時間

●システム操作
○データ連携システムの操作、データ入力など(導入後の新たな工数として加算)

除外対象業務

●ケア業務
○利用者宅への訪問、ケアプラン作成思考、モニタリング、相談援助など

●その他
○利用者宅への移動(ケアに付随する不可避な移動)、休憩など

算出方法

●各事業所における抽出対象業務の合計時間を算出し、月次の抽出対象業務は当該合計時間内ですべての実利用者数分の業
務を実施したと仮定して実利用者数で除算することで、利用者1人当たりの連携・物流コスト(正味所要時間)を指標化した

利用者1人当たりの
連携・物流コスト 実利用者数

旧来のアナログ連携時間 ＋ 他事業所への移動時間 ＋ システム操作時間
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1. 調査概要 (3/3) ー 分析の前提と定義

削減対象業務

分類 意味・分析上の扱い

●システム化で減らすべきムダの総量
●導入前後で削減対象業務時間が減っているかを検証する

業務内容

●提供票作成
●予定・実績入力
●実績確認
●書類印刷
●書類振分け
●書類持参
●書類郵送
●書類FAX
●書類メール
●書類保管
●他事業所移動
●連絡調整

システム活用
●システム活用時間(B)が増えた場合でも、削減対象業務(A)が

が増分以上に減っている場合は良しとする

除外 ●ケアの本質業務や、システムに関係ない時間
●利用者宅移動
●休憩・待機

●利用者宅移動
●休憩・待機

A

B

C

本分析における主要事項
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2. 全体結果 ー 導入による定量効果

システム入力の追加負荷を考慮しても、ケアプランデータ連携により連携・物流コストは平均38％(12.5分)
削減された。導入初期(2か月)においても、習熟コストを上回る業務効率化効果が確認された。

利用者1人当たりの連携・物流コスト(分)

削減効果

12.5分(△38.0%)

●実利用者数が0名の事業所を除く(導入前 n=20、導入後 n=24)
●t検定による平均値の比較

習熟コストを上回る効率化を確認

●導入前後の比較において、利用者1人あたりの連携・
物流コストは32.9分→20.4分に減少

●導入から2か月という習熟途上の期間であるにも関わ
らず平均12.5分の削減効果が発現

効果には一定のばらつきが存在
●全体的には大きな削減効果が確認された一方、事業
所間で効果のばらつき(標準偏差)が見られた

●全事業所が一様に削減できたわけではなく、活用度
合いや業務プロセスの違いが影響している可能性があ
る

効果差の要因を活用率の観点から検証
●効果のばらつきについて、次頁以降でシステムの活

用率の違いという切り口から要因を分析

●どのような使い方・運用をした場合に効果が最大化
するのかを特定し、再現性のあるモデルとして整理す
る

事実

課題

検証
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3. 検証(1/2) ー なぜ業務時間が減少するのか

平均値の削減は偶然ではなく、システムの活用率が高まるほど業務時間が明確に減少する構造が確認された。

使うほど減る明確なトレンドを確認

●活用率と業務時間の関係を散布図で分析した結果、
回帰直線は明確な右肩下がりの傾向を示した

●活用率が高いほど、連携・物流コストは確実に減少
しており、両者の間に相関関係が確認できる

削減のポテンシャルは約26分

●回帰式(y = 30.6 − 26.0x)を踏まえると、システム
を100％活用した場合、最大で約26分削減可能

●業務時間は実質的に入力作業のみ(約5分)に収束する
と推定される

効果のばらつきは活用率の差によるもの

●個別のPCスキルや業務経験の違いは存在するが、統
計的には、システムを使うほど業務時間が減少する力
学が働いている

活用率と利用者1人当たりの連携・物流コストの関係 事実

分析

結論



Copyright © 2025長崎県介護支援専門員協会All Rights Reserved. 7データ集計については株式会社最中屋へ委託

3. 検証(2/2) ー アナログ業務の時間単価分析

業務時間削減の正体は、高コストなアナログ業務が、コストゼロのデジタル送信に置き換わったことにある。
時間短縮は工夫や慣れではなく、業務手段そのものの転換によって生じている。

業務手段別の1件あたりの業務時間推計(分)

●SPSSの係数(持参:17.955、FAX:12.055、システム:-4.974)を、分か
りやすく四捨五入および負担なし(0)と解釈

アナログ業務は時間コストが極めて高い

●業務時間に影響を与える要因を重回帰分析した結果、
書類持参は約18分、FAX対応は約12分の時間増

●これらは、移動・印刷・送信確認・再対応等を含む
複合的な時間コストを反映している

デジタル化による圧倒的な時間単価改善

●システム送信の係数はマイナス(実質0分)となり、件
数が増えても業務時間を押し上げないことが示された

●アナログ手段と異なり、処理量の増加が時間負荷に
直結しにくい業務構造であることを意味する

削減効果は物理的な引き算

●システム導入による時間短縮の本質は、高コストな
アナログ業務がデジタル化された結果

●属人的な努力や業務改善ではなく、業務手段そのも
のを変えたことによる構造的な削減効果が確認された

事実

比較

検証
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4. 詳細分析(1/2) ー 職種ごとの導入効果

発信側であるケアマネジャーがシステムを利用することで、受信側の居宅サービス事業所の業務負担が大幅
に削減される波及効果が確認された。個別最適にとどまらず、地域全体の業務効率化につながる。

職種別 利用者一人あたり業務時間(分)

●居宅サービス：依頼を受ける側(訪問看護/介護、通所リハ等)
●居宅介護支援：連携依頼を発信する側(ケアマネ、包括支援センター)

受信側で顕著な業務時間削減

●居宅サービス事業所(受信側)では、利用者1人あたり
の業務時間が45.7分→22.8分(約50％削減)

●居宅介護支援(発信側)においても、22.3分→17.9分
(約20％削減)と一定の効率化効果が確認された

波及効果による受信側の負担軽減

●受信側の削減幅が大きい理由は、発信側(ケアマネ)が
システムを利用することで、電話対応、FAX確認、転
記作業などの受け身業務が大幅に削減されたため

●直接操作する職種だけでなく、連携先にも波及

普及のカギはハブ職種の活用

●本システムは、発信側が使うほど、受信側が楽にな
るWin-Win構造を持つ

●地域全体の業務最適化を実現するためには、ハブと
なるケアマネの活用率向上が不可欠

導入前 導入後

事実

分析

結論
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4. 詳細分析(2/2) ー 組織体制による導入効果の違い

事業所の規模や組織体制を問わず、ケアプランデータ連携システムは業務時間削減効果を発揮する。削減率
の違いはあるものの、大規模・小規模いずれにおいても導入メリットは明確。

事務員配置の有無による業務削減効果の比較 組織規模を選ばない削減効果
●事務員ありの大規模事業所では、業務時間が
43.6→24.3分(約44％)、事務員なしの小規模事業所
では、16.8→12.4分(約26％)と削減された

●体制に関わらず、いずれの事業所でも削減効果が発
現

体制ごとに異なる削減ポイント

●事務員ありでは、月35件のFAX処理などの事務作業
が削減され、BPRの効果が大きく表れた

●事務員なしでは、月80件の書類持参に伴う移動時間
が削減され、現場職員の余力創出に直結している

あらゆる体制で導入メリットが成立

●事務員ありほどBPR効果が大きい

●事務員なしほど移動削減による現場余力の創出効果
が大きい

●体制問わずケアプランデータ連携の導入意義は明確

導入前 導入後

14.9% 25.4% 10.3% 13.5%平均活用率

事実

分析

結論
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5. 総括 ー 月間約900時間の機会損失を当該地域資源に戻す

当該地域内のアナログ連携業務をシステム化することで、約900時間分の新たな専門職リソースが地域内に
創出される。これは単なる効率化ではなく、支援の質を高めるための時間の再分配につながる。

基礎
データ

FAX・書類持参の総件数

●FAX ：1,201件/月

●書類持参：2,201件/月

時間
コスト

●FAXに要した時間
1,201件 × 12分 = 14,412 分/月

●書類持参に要した時間
2,201件 × 18 分 = 39,618 分/月

合計
削減時間

●14,412分 + 39,618分 = 54,030分/
月

●54,030分 ÷ 60分 = 900.5時間/月

地域で発生しているアナログ業務の実態

●アナログ連携件数は、FAX1,201件 書類持参2,201件

●重回帰分析で得られた時間単価を当てはめると、こ
れらのアナログ業務により、地域全体で約900時間分
の業務時間が費やされていると試算される

専門職約6人分の月間労働時間

●約900時間は、ケアマネや介護職員約6人分の月間労
働時間に相当(160時間換算/人)

●システム未導入の状態では、貴重な専門職リソース
が、非付加価値業務に使われている

創出された時間を本来業務に戻す
●削減される約900時間を、利用者への直接支援、ケ

アの質向上、事業所の収益活動に振り向けることが重
要

●本システム導入の目的は、業務を楽にすること自体
ではなく、地域全体の支援力を底上げすることにある

コスト削減シミュレーション(機会損失) 事実

分析

結論
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《参考資料》
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参考データ ー 利用者1人当たりの連携・物流コスト(分)



Copyright © 2025長崎県介護支援専門員協会All Rights Reserved. 13データ集計については株式会社最中屋へ委託

参考データ ー アナログ業務の時間単価分析
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参考データ ー 職種ごとの導入効果
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参考データ ー コスト削減シミュレーション
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参考資料 ー 分析対象の定義とグルーピング

分析の目的

●全体平均だけでなく、職種による効果の違い(誰が楽になるのか) と システム活用との因果関係(なぜ楽になるのか) を明ら
かにするため、層別解析を行った

グルーピング定義(比較対象)

カテゴリー 該当するサービス種別 役割・仮説

A 居宅介護支援・包括 ●居宅介護支援

●地域包括支援センター

●発信側

●ケアプランを作成し、各事業所へ連携依頼を出す

ハブとなる職種

B 居宅サービス ●訪問看護

●訪問介護

●通所リハビリ

●福祉用具等

●受信側

●ケアマネからの依頼を受け、実績を報告する職種
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参考資料 ー 使用した統計手法と検証項目

使用した分析ツール

●IBM SPSS Statistics(推測統計および多変量解析に使用)

採用した統計手法と目的

主な検証項目

●利用者1人あたりの業務時間 ：連携・移動コストの正味時間
●システム活用率 ：全利用者に対するシステム連携の割合
●業務手段ごとの件数 ：FAX、持参、郵送などの発生頻度

独立したサンプル
t検定/t-test

●導入前と導入後、あるいは職種Aと職種Bの間に、統計的に意味のある差(有意差)があるかを検証
するため

重回帰分析
●業務時間に影響を与える複数の要因(FAX件数、持参件数、システム利用など)の中から、決定的

な要因を特定し、それぞれの1件あたりの所要時間を推計するため
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